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道財政は、今、未曾有の危機的状況にあります。

このため道においては、赤字再建団体への転落を回避するとともに、持続可能な財政

構造の確立を目指して、平成１６年８月に「道財政立て直しプラン」を策定し、徹底し

たコスト削減と聖域なき施策の見直しを行ってきました。
しかし、平成１７年度当初予算において、歳入面で一般財源が減少する一方、歳出面

でも老人医療費負担金等の義務的経費が増加するなど、当面、平成１９年度に達する

と予想される１，８００億円の収支不足額を早急に解消する必要が生じたため、昨年

４月に北海道行財政構造改革推進本部を設置し、施策事業ごとの具体的な見直しによる
歳出削減策の検討や、組織機構・事務事業の抜本的な見直しなどについて、全庁一丸と

なって検討を進めてきたところです。

この「新たな行財政改革の取組み」は、これらの検討結果を踏まえて、組織体制や定
員管理のほか、行財政運営システムの見直しなどに関する行政改革と、聖域なき施策の

見直しによる歳出の削減・歳入の確保によって収支の均衡を図る財政立て直しに向けた

取組みとを連動させながら、持続可能な行財政構造の確立を目指すため、これまでの道

政のあり方を抜本的に見直す『道庁改革』の基本指針として策定したものです。

私は、この危機を一つのチャンスとして捉え、未来を担う子どもたちに「住んでいる

ことを誇りに思える、夢のある北海道」をしっかりと引き継いでいくことは、私たちの

世代が未来に対して担う責務であると考えています。
そのためには、行財政改革を着実に推進し、財政再建を達成するとともに、厳しい状

況が続く本道経済を再建していくことが必要であり、単なる経費削減による縮小・萎縮

する道政へと陥ることなく 「官から民」への流れを加速し、行政サービスの民間開放、

により、きめ細やかなサービスの提供や新たなビジネスチャンス・雇用の創出などに繋
げる改革を進め 「コンパクトな道庁」を構築していくことが求められます。、

このような改革を進めるに当たっては、道民の皆さんに一定の痛みと負担をお願いす

ることになると思いますが、徹底した行政のスリム化にスピード感を持って取り組み、

真に「道民のために働く道庁づくり」を不退転の決意で推進し、明るい未来に向けた北
海道づくりに、最大限取り組んで参る決意であります。

皆様の一層のご理解とご協力をお願いいたします。

平成１８年２月

北海道知事 高橋 はるみ
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はじめに －道政を取り巻く現状と課題－

１ 危機的な財政状況

バブル経済の崩壊後、景気低迷が続く中、道は平成４年度以降、国の景気・経済対策

に呼応し、道債を財源として、公共事業を中心とする社会資本整備を実施するなど、地

域経済の下支え対策を行ってきました。

しかし、過去に発行した道債の償還費が増嵩する中で、本来、そうした景気対策によ
り、道税収入の増を期待していたにもかかわらず、結果として、道税収入が大きく落ち

込むとともに、国の三位一体改革において地方交付税等が大幅に削減されるなど、一般

、 。 、 、財源が厳しく制約され 道財政が硬直化するという事態に陥りました また これまで

この構造的な歳入・歳出ギャップを補ってきた基金も底をつき、調整財源の確保が困難
な中で、赤字再建団体への転落が現実的な状況となっています。

赤字再建団体となった場合、国の管理下で「財政再建計画」に沿った予算編成が義務

付けられ、道独自の政策決定など、自主的な行財政運営ができなくなり、いわば「地方

自治の放棄」ともいうべき事態に陥ってしまうこととなるため、道では平成１６年８月
に「道財政立て直しプラン」を策定し、徹底したコスト削減に取り組むとともに、聖域

なく施策の見直しを行い、２年間で８００億円の歳出削減・歳入確保を実行したところ

です。

しかしながら、平成１７年度当初予算編成においては、歳入面では臨時財政対策債等
の一般財源が減少したこと、歳出面では老人医療費負担金等の義務的経費が予想以上に

増加したことなど、プラン策

定時に想定し得なかった事由

により、結果として収支不足
額が拡大し、このままでは、

プランに基づく対策を講じて

も、平成１８年度の赤字再建

団体転落は避けられない状況
にあります。

２ 社会経済情勢の変化

一方、本道の出生率が全国の最低水準にあ

、 、る中 平成９年をピークに道内人口が減少し

全国に先駆けて本格的な少子高齢、人口減少

時代が到来するなど、今、北海道は大きな転
換期を迎えています。

また、全国的には景気が踊り場を脱し、緩

◆赤字再建団体への転落について

地方財政再建促進特別措置法では、都道府県は、標準財政規模

（道税、地方交付税、地方譲与税等の合計額）の５％以上の赤字

が生じた場合 「財政再建団体（いわゆる赤字再建団体 」となり、 ）

ます。

【道の赤字再建団体転落ライン】

平成 年度（当初予算）標準財政規模 約１兆２，４５５億円17

× ０．０５ ＝ 約６２２億円
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年 少 人 口 （１５歳 未 満 ）割 合 老 年 人 口 （６５歳 以 上）割 合

【北 海 道 の 年 少 ・老 年 人 口 割 合 の 推 移 】



- 2 -

やかな回復を続ける一方で、本道経済は、国に依存した税財源等のもとに提供される行

政サービス、公共投資など、官公需に下支えされた脆弱な構造となっており、他の地域

に比べて個人消費や雇用状況の改

善が遅れるなど、景気低迷の長期
化という厳しい状況から、依然と

して脱却することができない状況

にあります。

こうした社会経済情勢の変化に
伴い、道内経済や道民生活を取り

巻く諸課題についても一層複雑化

してきており、行政に対する住民

ニーズも高度かつ多様なものへと
変化しています。

３ 分権改革の進展

さらに、旧来の中央集権型行政システムが、新しい時代の諸課題に迅速・的確に対応

する能力を失いつつある中、国の政治・行政の基本構造をその根本から変革することを

目指す、明治維新・戦後改革に次ぐ「第三の改革」ともいうべき分権改革は、平成１２

年４月の地方分権一括法の施行により、議論の段階から実行の段階へ入り、「自己決
」 、 。定・自己責任 を基本とした行政システムの構築に向けて 大きな進展を見せています

地方の自主性の拡大と税財源基盤の強化を目指し、平成１８年度を目途として３兆円

規模の税財源移譲や国庫補助負担金の廃止、地方交付税の改革を一体的に進める三位一

体の改革、さらには、基礎自治体である市町村の行政サービスを維持、向上させるとと
もに、行政としての規模の拡大や効率化を図る市町村合併などの取組みが進められ、住

民の受益と負担の関係がより明確になっていく中で、住民団体、ＮＰＯ、企業等の多様

な主体が、それぞれの立場で新しい「公共」を担う、いわゆる「新しい公共空間」の形

成に向けた取組みが、今、地域社会において拡がりつつあります。

このように道政を取り巻く状況が大きく変化する中、目前に迫った赤字再建団体への

転落を回避し、持続可能な行財政構造の確立を図るためには、北海道の将来を展望し、
進むべき方向を明確にした上で、これまでの道行政のあり方、枠組みを抜本的に見直す

ことが必要です。

このため 「新たな行財政改革の取組み」を策定し、真に「道民のために働く道庁づ、

くり」に向けた行政改革の取組みと 「道財政立て直しプラン」の見直しによる聖域な、
きコスト削減とを連動させながら 「コンパクトな道庁」の構築に向けた行財政構造改、

革を進めます。
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【 新たな行財政改革の取組み」全体構成概念図】「

第１　行政改革大綱

◆北海道のめざす姿
　・地域主権型社会の形成

　・国・道・市町村の役割分担

　・官民連携の推進

◆行財政構造改革の方向性
　「組織・人材」「予算」に加え、「行財政運営システム」

　の一体的な改革の推進

　【改革の視点】

　　・持続可能な行財政運営構造の確立

　　・簡素で効率的な組織体制の確立

　　・国、市町村、民間等との新たな協働関係の構築

◆行財政改革に向けた推進事項
　・行財政運営システムの見直し等

　・事務・事業の見直し　・民間開放等の推進

　・組織機構の見直し　　・関与団体の見直し

　・公営企業等の見直し

　・定員管理及び給与の適正化等

　・人材育成の推進

第２　財政構造改革に

　　　向けた取組み

◆財政立て直しの基本的考え方

【基本的考え方】
　・平成１９年度までの集中対策の
　　１年前倒しや更なる施策の見直
　　しの実施

　・行政改革大綱に沿った行財政構

　　造の抜本的改革

　・将来の活力ある地域づくりに向

　　けた取組み

◆対策の内容
　・集中的な歳出削減等の取組み
　・構造改革に向けた取組み

◆道財政の中長期収支試算
　・平成１８年度を基準とした平成
　　１９年度の対策後の収支見通し
　　をベースに、現時点で見込み得
　　る変動要素だけを加味して推計

　

道財政立て直し
プラン

し直見

コンパクトな

道庁の構築

◆改革工程表
　　平成２１年度までの５年間は、集中して改革を実行
　する集中改革期間と位置づけ、年度ごとの取組みなど
　を明示する「改革工程表」を策定

◆改革工程表
　　平成２１年度までの５年間は、集中して改革を実行
　する集中改革期間と位置づけ、年度ごとの取組みなど
　を明示する「改革工程表」を策定

持 続 可 能 な 行 財 政 構 造 の 確 立

行政改革と財政立て直しの一体的な推進

はじめに　道政を取り巻く現状と課題

　　・危機的な財政状況　　　・社会経済情勢の変化　　　・分権改革の進展

第３　「新たな行財政改革の取組み」の推進管理

　・道内の各界各層から広く意見を伺う場を設置し、的確な推進管理を行い、実効ある取組みを推進
　・集中改革期間（改革工程表に盛り込んだ項目）については、年度ごとの取組状況を管理
　・道財政の中長期収支試算については、毎年度、ローリングを行うとともに、必要に応じて対策の
　　見直しや追加等を検討
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第１ 行政改革大綱

第１章 北海道のめざす姿

１ 将来像
経済社会のグローバル化や本格的な少子高齢・人口減少時代の到来、さらには地

球規模の環境問題の一層の深刻化などが進む中で、豊かな自然環境に恵まれた本道

は、安全で安心な「食」の供給地であるとともに、人々の心を潤し、活力や感動を

与える場として、世界に、そして未来へと貢献していく潜在的な力と可能性を有し
ています。

未来に向けた北海道づくりに向け、中長期的な視点から北海道の未来を展望する

と、その将来像は次のとおり描き出されます。

【世界に貢献する北海道】
・ 食」や「観光」など、それぞれの地域が有する豊かな資源を最大限に生かす「

活動や、次代を担う人づくりを進め、世界に貢献する北海道

【自立性の高い活力あふれる北海道】

・地域全体の産業力を一層高めながら民間主導の自立型経済への転換を図り、自
立性の高い活力あふれる北海道

【 地域の共生力」に満ちた北海道】「

・安全・安心な暮らしを支える仕組みを整え、人と人、人と自然とがともに支え

合って生きていく「地域の共生力」に満ちた北海道

２ 地域主権型社会の形成

厳しい状況が続く本道経済の再生を図り、未来を担う子どもたちに「住んでいる

ことを誇りに思える、夢のある北海道」を引き継いでいくためには、こうした北海
道の将来像を見据え 「豊かな自然」や「優れた人材」など、北海道が有する潜在的、

な力を引き出し、最大限活用していくことが必要です。

、「 」そのためには 自らの意志に基づき多様な挑戦を行うチャレンジ型社会への転換

や 「それぞれの地域事情に応じた行政サービスを確保し、個人や地域の自立意識を、
伸ばす中で、様々な地域課題を解決する社会づくり」など、地域のことは地域で決

める「自らが創る社会」の実現に向けて、地域主権型社会の形成を図ることが求め

られます。

これまでの国を中心とした中央集権型の行政システムは、戦後の高度経済成長や
国土の均衡ある発展に寄与してきましたが、地域住民の創意工夫を活かし、限られ

た財源の選択と集中により、地域にとって最適な行政サービスを確保していくため

には、真の分権型行政システムを構築していかなくてはなりません。
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３ 国・道・市町村の役割分担

このため、道では、地域主権の時代にふさわしい自治のすがたとして、道州制の実現

を見据えて、国から道や市町村への権限移譲・規制緩和や道内分権の推進など 「道州、

制の先行実施」に向けた取組みを進めています。
、 、地域主権型社会の実現に向け 行政システムを中央主導の画一的な縦割りの体系から

住民主導の個性的で総合的な体系へと転換していくためには 「住民に最も身近な行政、

主体である市町村の役割・権限を強化することが、地域の個性に応じて、住民とともに

地域のことを決めていくことにつながる」という基本的な考え方の下、国、道、市町村
の役割分担を大きく見直し、大幅な権限移譲を図っていくことが必要です。

【基本的考え方】

国 の 役 割：国として本来果たすべきことなどに限定

例）外交、安全保障、司法、通貨など
市町村の役割：地域における総合的な行政主体として、住民に身近なサービス

を地域の実情に応じて提供

例）まちづくり、保健福祉、地域産業の振興など

道 の 役 割：事務権限の内容や性質から市町村が担うことが適さない行政
サービスのみを補完

例）広域的な消防・防災対策、高度医療の確保、

雇用政策など

このように、基礎自治体としての市町村が行政サービスの中心的な役割を担い、事
務・権限の内容・性質等から市町村が担うことが適さないものを道や国が担うという、

いわゆる「補完性の原理」の下では、国の役割は国家としての存立に関わることに限定

され、道は、市町村では処理が困難な広域的、専門的事務を主として担い、従来の連絡

調整事務及び補完事務は限定的なものになっていくなど、それぞれの役割が大きく変化
していくことが想定されます。

４ 官民連携の推進

また、官と民の役割分担につい
ても、大きな変革が求められてい

ます。

社会経済情勢の変化により、今

後、求められる「公共」の範囲が
確実に拡大していくことが想定さ

れる中で、住民、ＮＰＯや企業な

どの多様な主体により公共サービ

「 」スが提供される 新しい公共空間
の形成に向けた取組みが拡がりを

見せており、今後は、受益と負担

の均衡も考慮する一方で、限られ

企　業 道　民

利潤追求活動 私的活動

民間開放 地域協働

行政

公共

新しい
公共空間・公共の利益にかなっていることか

・道が自ら主体となって直接に実施す
　る必要があることか
・民間等の主体にゆだねた場合、必ず
　しも実施されない恐れがないか

【見直しの視点】
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た財源・人的資源の有効活用や行政サービスの質の向上という観点から、これまでの公

共サービスについても、官民連携を一層推進していく必要があります。

そのためには、道が提供すべき公共サービスの範囲についても、次の視点に基づき見

、 、 「 」直しを行った上で 道が一定の関わりを持ちつつ 新たに民間企業や住民などが 公共
の担い手となることにより、道だけでは対応することが困難な領域や内容のサービス提

供を可能とする仕組みを構築していくことが必要です。

【見直しの視点】

・公共の利益にかなっていることか
・道民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から、道が自ら主体となって直

接に実施する必要があることか

・民間等の主体にゆだねた場合、必ずしも実施されない恐れがないか

５ 簡素で、効率的、機動的な「コンパクトな道庁」の構築

そのためには、道行政の執行体制を大幅に見直し、より簡素で、効率的、機動的なも

のとする『道庁改革』を、強力に推進することが必要です。

厳しい財政状況の中、この危機を一つのチャンスと捉え、単なる経費削減により「縮
小・萎縮する道政」へと陥ることなく 「官から民へ」の流れを加速し、新たなビジネ、

スチャンスや雇用の創出などに繋げる改革を進めるとともに、行政運営の効率化と同時

に職員のモチベーションの向上や組織の活性化を一体的に改革するため 「コンパクト、

・ガバメント」としての道庁の構築を目指して 「最少の経費で最大の効果を上げる」、
という自治体運営効率化の基本的な考え方に沿って、行政サービスの維持向上に努めて

いくことが求められます。
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第２章 行財政構造改革の方向性

１ 基本的な考え方

構造的な歳入・歳出ギャップの解消を図るとともに、計画的かつ効率的な行財政

運営の実現を目指すため、次の視点を踏まえつつ、政策の合理的な選択と質の向上
や 限りある財源 人員等の効果的な配分など 組織・人材 予算 に加え 行、 、 、「 」、「 」 、「

財政運営システム」の一体的な改革を推進します。

【改革の視点】

・持続可能な行財政運営構造の確立
・簡素で効率的な組織体制の確立

・国、市町村、民間等との新たな協働関係の構築

２ 行財政構造改革の枠組み
行財政改革を推進するにあたっては、個々の取組みの相互関連を十分考慮した上

で、体系的に取り組むことが必要であるため、行財政改革に向けた推進事項を次の

８項目に整理し、それぞれ具体的な取組内容を明確にすることにより、行財政構造

改革の全体の枠組みを示すとともに、今後の社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要
に応じて見直しを行うなど、効率的かつ効果的な推進を図ります。

① 行財政運営システムの見直し等

② 事務・事業の見直し

③ 民間開放等の推進
④ 組織機構の見直し

⑤ 関与団体の見直し

⑥ 公営企業等の見直し

⑦ 定員管理及び給与の適正化等
⑧ 人材育成の推進

３ 推進期間と財政効果

（１）推進期間
平成１７年度を起点に平成２６年度までの１０年間を本大綱の推進期間とします。

（２）集中改革期間

平成２１年度までの５年間は、集中して改革を実行する集中改革期間と位置づ

け、年度ごとの取組みなどを明示する「改革工程表」を策定します。
（３）財政効果

、「 」集中改革期間における経費削減等の財政効果額は 道財政の中長期収支試算

における行財政改革目標を含めて、８８０億円程度（一般財源ベース）を見込ん

でいます。

なお、今後の取組みにより見込まれる財政効果を含め、毎年度、必要な見直しを

行っていきます。
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第３章 行財政改革に向けた推進事項

１ 行財政運営システムの見直し等

「道民のために働く道庁」を構築するため、情報発信や道民ニーズの把握などに積

極的に努め、道民の道政への参加を促進するとともに、政策の合理的な選択と質の向

上を図り、限りある財源、人員等を効果的に活用するため、提案型事業の充実をはじ

め、政策評価・予算・組織のより一体的な運営の実現を図ります。

【具体的な取組み】

道民参加の促進等◆

○ 情報公開と道民参加の促進
・広報誌の発行手法の見直し

・ホームページのバリアフリー化の推進

・附属機関等の委員の公募制の拡大

・附属機関への女性登用の拡大
○ 行政手続制度の適正な運用の促進

・標準処理期間の設定

・標準処理期間短縮化の促進に向けた定期的な見直し

道民との協働の推進◆
○ 市民活動の活動環境の整備推進

・道立市民活動促進センターの運営

○ 市民との協働環境づくりの推進

・地域活性化プラットフォーム形成の促進
・協働による取組みに係る評価の実施

ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本システムの構築◆

○ 目標管理型行政運営システムの導入と実施

・部別・課別の業務達成目標を設定した業務執行計画の策定
・年度毎の施策推進方針の策定

○ 効率的かつ柔軟な事業の推進

・赤レンガ・チャレンジ事業の推進（ゼロ予算事業）

○ 政策評価制度の充実
・新規・拡充施策に係る事前評価の導入

・アウトカム指標による成果目標の達成度の評価

・フルコストを踏まえた政策評価の実施

○ 予算・組織編成手続きの見直し
・評価結果に基づく施策優先度の決定

・予算・組織編成における各部局の裁量の範囲と責任の明確化
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２ 事務・事業の見直し

「知恵と工夫」を発揮することにより、住民サービスの向上を図るとともに、国、

市町村、民間等との役割分担を踏まえて、真に必要な業務に重点的に道の経営資源を
投入できるよう、職員一人一人がコスト意識を持って、道の事務事業の集中化、効率

化等を一層推進し、より質の高い道政サービスの充実を図ります。

【具体的な取組み】
全庁共通の業務等の見直し◆

○ 業務再構築（ＢＰＲ）の推進

・全庁共通定型的業務の執行方法等の見直し

○ 総務業務の一元化の推進
・本庁における総務業務センター（仮称）の開設

・総務業務センター（仮称）の支庁等への導入

○ 「ＦＭ（ファシリティ・マネジメント 」の導入検討）

・ 北海道ファシリティマネジメント導入基本方針」の策定及び推進「
［平成１７年度策定］

事務事業の見直し◆

○ 定期的な事務事業の一斉点検の実施

事務改善の推進◆
○ 事務改善運動の推進

・新たなガイドラインの策定及び推進［平成１７年度策定］

ＩＣＴ化による省力化・事務効率化の推進◆

○ 電子道庁の構築の推進
・自動車保有関係手続きのワンストップサービス化

・地方税の電子申告の導入

・電子決済機能（ＭＰＮ）の整備

・電子調達システムの導入

３ 民間開放等の推進

民間との役割分担の明確化と協働推進の視点から、民間開放・民間委託等の官民連
携を推進するとともに、住民参加の公共施設管理などを含め 「官から民へ」の流れ、

を加速することにより 「新しい公共空間」の形成による公共サービスの質の向上を、

図ります。

また、施設管理等における民間ノウハウの活用や、民間資金等の活用による総事業
コストの削減という観点に基づくＰＦＩの導入などを推進し、行政運営の一層の効率

化に努めます。
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【具体的な取組み】

◆ 民間開放の推進

○ 管理運営を委託している公の施設への指定管理者制度の導入

○ 直営の公の施設のあり方検討
○ 公共サービスの協働化の推進

・平成１９年度からの制度導入に向けた「北海道版市場化テスト（仮称 」の）

検討

◆ 事務事業の民間委託
○ 民間ノウハウの活用による業務委託の推進

・ 民間開放推進計画」の策定及び推進（知事部局 ［平成１７年度策定］「 ）

計画期間 ： 平成１７年度 ～ 平成２１年度

目 標 値 ： 委託化等人数 ３，５００人相当
・ 技能労務業務の見直し方針」の策定及び推進（知事部局）「

［平成１７年度策定］

・見直しの基本方針

・見直し後の職員の処遇 等
◆ 施設整備・管理等における民間ノウハウの導入

○ ＦＭの導入検討（再掲）

・ 北海道ファシリティマネジメント導入基本方針」の策定及び推進「

［平成１７年度策定］
○ 「ＥＳＣＯ（エネルギー・サービス・カンパニー）事業」の導入

・道有施設へのＥＳＣＯ導入可能性の調査実施及び導入方針の検討

○ ＰＦＩや賃借方式の導入検討

・庁舎等施設整備におけるＰＦＩや賃借方式の導入検討

４ 組織機構の見直し

これからの道の組織機構については、職員数の適正化の状況や民間開放、事務事業
の見直しなどを踏まえつつ、多様化する道民ニーズなどに基づき、道政上の諸課題に

迅速かつ着実に対応できるよう、簡素で効率的、機動的な組織機構とするなど、政策

目標に基づき効果的に事務事業を処理し得る執行体制の確立を目指し、抜本的な見直

しを行います。

【具体的な取組み】

◆ 本庁組織の見直し

○ 重要政策等を総合的・効果的に推進するための組織の整備
・類似業務や代表課機能の見直しなどによる部の室課の再編

・意思決定の迅速化、業務責任の明確化を図るための職制の見直し

（局制の導入）
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◆ 出先機関等の見直し

○ 民間等との役割分担の明確化の視点からの統廃合の推進

・廃止、民間移管、統合、指定管理者制度、業務委託など統廃合の推進

○ 地方独立行政法人制度の積極的な推進
・平成１９年度の移行に向けた札幌医科大学の地方独立行政法人化の推進

・試験研究機関の地方独立行政法人化に向けた検討

○ 教育委員会所管機関の見直し

・事務事業の見直しや民間等との役割分担の視点からの組織の再編整備
○ 道立学校の適正配置

・平成１８年度に策定予定の「新たな指針」に基づく道立高校の適正配置

○ 警察署、交番・駐在所の見直し

・全道的な治安水準の均衡等を考慮した体制の整備
◆ 支庁組織等の見直し

○ 事務事業の見直し等による組織のスリム化の徹底

・部課の再編

○ 「支庁制度改革プログラム」を踏まえた支庁組織の見直し
・地域生活経済圏を基本とした支庁所管区域の再編

・支庁再編に併せた支庁組織の見直し

・支庁所在地に変更のあった地域に「地域行政センター（仮称 」を設置）

○ 支庁の出先機関及び地方機関の見直し
・統廃合の推進

○ 教育局組織の見直し

・支庁所管区域の再編に併せた教育局の再編

５ 関与団体の見直し

高度・多様化する住民ニーズや社会情勢の変化に柔軟かつ的確に対応するため、団

体の一層の自立化に向け、団体に対する補助金など財政援助の必要性などについて、
さらに厳しく見直しを行います。

【具体的な取組み】

◆ 関与団体の自立化の促進
○「関与団体見直し計画」の策定及び推進［平成１７年度策定］

計画期間 ： 平成１７年度 ～ 平成２１年度

目 標 値 ： 団 体 数 ３０％削減

派遣職員数 ８０％削減
・団体の統廃合の推進

・補助金等の縮減

・出資・出えん金の見直し

・派遣職員の引揚げ
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６ 公営企業等の見直し

「官から民へ」の流れを踏まえ、道民福祉の増進に寄与するという公営企業等の目

的に照らし、現在提供しているサービス自体の必要性を見直すとともに、公共性の確
保等の意義が薄れている場合においては、民間への事業移管等についての検討を行い

ます。

また、事業を継続する場合においても、経営基盤の強化、経営の健全化・効率化を

図ります。

【具体的な取組み】

◆ 公営企業の見直し

○ 病院事業
・病院事業に関する新たな計画の策定及び推進［平成１９年度策定］

○ 電気事業

・平成１９年度からの実施に向けて、民間移管の可能性を視野に入れた事業の

あり方を検討
・組織機構の効率化

・発電所運転監視業務の委託

○ 工業用水道事業

・経営健全化計画の推進
計画期間 ： 平成１８年度 ～ 平成２６年度

・経営の合理化

・料金の適正化 等

・未稼動資産等の整理（苫東工水）
・未利用資産等の整理、需要の開拓、経費の節減等（石狩工水）

◆ 道営事業の見直し

○ 競馬事業

・北海道競馬の今後のあり方に関する方針決定
・生産者、関連産業など、地域経済への影響を考慮し、当面、３年を限

度に継続することとし、この間に、平成１７年度の最終的な赤字を半

減するとともに、単年度収支が均衡する見通しを得る

◆ 地方公社の見直し
○ 北海道土地開発公社

・ 北海道土地開発公社の経営健全化方策」の見直し及び推進「

［平成１７年度見直し］

計画期間 ： 平成１８年度 ～ 平成２２年度
・長期保有地（道単事業２９６．８ｈａ、公社事業９２．８ｈａ）の

処分促進と効率的な経営推進
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○ 北海道住宅供給公社

・特定調停時に示した事業計画の着実な実行

特定調停時に示した計画期間 ： 平成１６年度 ～ 平成６２年度

・分譲資産の処分（１，５５６件、２０１．４億円 、割賦債権・賃貸）
資産の管理等

７ 定員管理及び給与の適正化等

社会経済情勢の変化等を踏まえ、対応すべき行政需要の範囲、施策の内容及び手法

、 、 、を見直すことにより 職員数の適正化を図るとともに 人事委員会勧告などを踏まえ

給与制度・運用・水準の適正化を推進します。

【具体的な取組み】

◆ 定員管理

○ 職員数の適正化の推進

・事務事業・組織等の見直しなどによる職員数適正化の推進や関係法令に基づく
職員の適正な配置

・新規採用の抑制

・職員数適正化計画の改定（知事部局 ［平成１７年度策定］）

計画期間 ： 平成１７年度 ～ 平成２６年度
目 標 値 ： 職員数削減率 ３０％

・事務局職員数適正化計画の策定（教育庁 ［平成１７年度策定］）

計画期間 ： 平成１７年度 ～ 平成２６年度

目 標 値 ： 職員数削減率 １５％
◆ 給与の適正化等の推進

○ 給与等の適正化

・初任給１号俸上積み措置の廃止

・特殊勤務手当の見直し
・特地部局等の指定基準の見直し協議

○ 給与構造の見直し

・人事委員会勧告を踏まえた見直し

○ 新たな給与の独自縮減措置（集中対策関連再掲）
（給料月額△１０％、管理職手当、期末・勤勉手当の縮減 等）

○ 旅費制度の見直し

・出張形態や旅行実態などに応じた旅費支給基準の見直し

○ 福利厚生事業の見直し
・互助会事業に対する補助の抜本的な見直し
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８ 人材育成の推進

限られた人的資源と財源の中、職員が持っている力を最大限に発揮することを可能

にするため、学習する組織文化の確立と職員の資質・能力の向上を図るとともに、庁
内公募など組織の活性化や職員の意欲を引き出す人事管理を進めます。

【具体的な取組み】

◆ 人材育成の推進
○ 「新・北海道職員等人材育成基本方針」に基づく取組みの推進

・人材育成の基本方向：職場重視、個人重視、成果重視、能力・実績重視

・人材育成の基本的方策：自己啓発、職場研修、職場外研修

・ 北海道職員人材育成推進計画」の策定及び推進［平成１７年度策定］「
計画期間 ： 平成１７年度 ～ 平成２１年度

・能力向上支援システムの構築

・自己啓発への支援

・職場研修の推進
・職場外研修の充実

・研修業務の包括的アウトソーシングの導入



改革工程表

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

広報誌の発行手
法の見直し

検討

現行
 年２回発行
 Ａ４版

見直し

H18見直し
 年６回発行
 ﾀﾌﾞﾛｲﾄﾞ版

目標
 年６回発行

知事政策
部知事室
広報広聴
課

ホームページの
バリアフリー化
の推進

企画振興
部ＩＴ推
進室情報
政策課

附属機関等の委
員の公募制の拡
大

拡大

現行
 公募機関率
　　１１％

目標
 公募機関率
　　２０％

総務部行
政改革室
行政改革
課

附属機関への女
性登用の拡大

拡大

現行
 登用率
    ２６％

目標
 登用率
　　３０％

 目標（男女平
 等参画基本計
 画）の見直し
 等を検討

環境生活
部男女平
等参画推
進室

標準処理期間の
設定

設定手続き
数の拡大

現行
 設定率
 　 ７４％

目標
 設定率
 　 ８０％

総務部行
政改革室
行政改革
課

標準処理期間短
縮化の促進に向
けた定期的な見
直し

一斉見直し

○道民参加の促進等

・情報公開と道民参加の促進

・行政手続制度の適正な運用の促進

設計      運用

 操作の統一などホームページの
 利便性の向上

　改革工程表は、平成１７年度から平成２１年度までの行政改革大綱の推進期間の前半
５年間における、具体的な取組内容や目標値などを明示するものです。
　なお、今後の社会経済情勢の変化等を踏まえ、項目及び内容の追加・修正を検討する
など、的確な推進に向け、必要に応じて見直しを行っていきます。

行財政運営システムの見直し等

担当部局推進項目
実施計画
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

行財政運営システムの見直し等

担当部局推進項目
実施計画

道立市民活動促
進センターの運
営

利用促進

現行
 利用者数
　 22,000人

目標
 利用者数
　 25,580人

環境生活
部生活文
化・青少
年室生活
振興課

地域活性化プラ
ットフォーム形
成の促進

モデル
事業
（３テーマ）

自発的な形
成の促進
(ノウハウ、情
報等の提供）

協働による取組
みに係る評価の
実施

要綱の
制定
    実施

・ＰＤＣＡサイク
ルに基づく行財
政運営基本シス
テムの構築

検討

 基本方針の検
 討

 導入計画の策
 定

試行

 実施要領等の
 策定

実施 総務部行
政改革室
行政改革
課

部別・課別の業
務達成目標を設
定した業務執行
計画の策定

実施方法
検討

試行 実施
 平成２０年度
 から実施

総務部行
政改革室
行政改革
課

年度毎の施策推
進方針の策定

実施
 平成２０年度
 から実施

赤レンガ・チャ
レンジ事業の推
進

事業の掘り
起こしと質
の向上

H17事業数
 １６０事業

H18予定事業数
 １９５事業

知事政策
部参事

新規・拡充施策
に係る事前評価
の導入

試行 実施
 平成２１年度
 事業を対象と
 して実施

総務部行
政改革室
行政改革
課

・政策評価制度の充実

環境生活
部生活文
化・青少
年室生活
振興課

○道民との協働の推進

・市民活動の活動環境の整備推進

・市民との協働環境づくりの推進

○ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本システムの構築

・目標管理型行政運営システムの導入と実施

・効率的かつ柔軟な事業の推進
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

行財政運営システムの見直し等

担当部局推進項目
実施計画

アウトカム指標
による成果目標
の達成度の評価

導入検討 試行 実施
 平成２０年度
 事業を対象と
 して実施

総務部行
政改革室
行政改革
課

フルコストを踏
まえた政策評価
の実施

導入検討 試行 実施
 平成２０年度
 事業を対象と
 して実施

見直し
の検討

試行 見直し
の実施
 平成２１年度
 予算の編成か
 ら実施

制度
検討

実施

 平成２１年度
 予算・組織の
 編成から実施

予算・組織編成
における各部局
の裁量の範囲と
責任の明確化

 ＰＤＣＡサイクルに基づく予算
 ・組織編成における各部局の裁
 量の範囲の検討

評価結果に基づ
く施策優先度の
決定

総務部行
政改革室
行政改革
課

 ＰＤＣＡサイクルに基づく評価
 と予算の連携のあり方の検討

・予算・組織編成手続きの見直し
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

検討

総務業務セン
ター（仮称）の
開設

検討
開設準備

Ｈ１８年度
開設

支庁等への導入 導入検討 準備 導入
 支庁制度改革
 時

「北海道ファシ
リティマネジメ
ント導入基本方
針」の策定及び
推進

検討
策定

推進
 全庁統一的な
 維持管理手法
 の導入等

建設部建
築整備室
計画管理
課

　　実施 総務部行
政改革室
行政改革
課

新たなガイドラ
インの策定及び
推進

検討
策定
 現行ガイドラ
 インの見直し

推進 総務部行
政改革室
行政改革
課

自動車保有関係
手続きのワンス
トップサービス
化

システム
導入準備

（運用）

 運用開始時期
 調整中

目標
 利用率
 概ね９０％

総務部税
務課

・「ＦＭ（ファシリティ・マネジメント）」の導入検討

総務部行
政改革室
行政改革
課

○全庁共通の業務等の見直し

・業務再構築（ＢＰＲ）の推進

・総務業務の一元化の推進

 課題抽出、見直し方策の検討
全庁共通定型的
業務の執行方法
等の見直し

総務部行
政改革室
行政改革
課見直し

 可能なものから見直し実施

事務・事業の見直し

推進項目
実施計画

担当部局

・電子道庁の構築の推進

○事務事業の見直し

○事務改善の推進

・事務改善運動の推進

○ICT化による省力化・事務効率化の推進

・定期的な事務事
　業の一斉点検の
　実施
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

事務・事業の見直し

推進項目
実施計画

担当部局

地方税の電子申
告の導入

運用

目標
 利用率
 概ね６０％

総務部税
務課

電子決済機能
（ＭＰＮ）の整
備

システム
導入準備

（運用）

 運用開始時期
 調整中

目標
 利用率
 概ね９０％

　　　　運用

目標
 工事等の
 入札案件数
 １，７００件

電子調達システ
ムの導入

企画振興
部ＩＴ推
進室情報
政策課

基本設計
実地検証 （順次、入札案件数を拡大）
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○民間開放の推進

条例改正
導入準備

 公募 ３２施設
 市町村指定
        ６施設

移行

　
 公募 １施設

目標
 公募 ３３施設
 市町村指定
　　　  ６施設

総務部行
政改革室
行政改革
課

導入対象外
 民間移管
　　  ３施設

あり方
検討

見直し

総務部人
事課
教育庁

検討対象
 保健医療機
 関、福祉施設
 等　６８施設

H18見直し
 統合　２施設
 廃止　１施設
 民間移管
　　 　１施設

・公共サービスの協働化の推進

市場化テスト
の枠組み取り
まとめ

制度設計

○事務事業の民間委託

推進 教育庁
警察本部

民間開放推進計
画の策定

推進

目標
 委託化等人数
  (知事部局)
   3,500人相当

総務部人
事課

技能労務業務等
の委託化の徹底

技能労務業務の
見直し方針の策
定

徹底

・民間ノウハウの
　活用による業務
　委託の推進

見直しの方向性
 ○必置機関
 　指定管理者制度、業務委託等
 ○任意機関
 　民間移管、統廃合、指定管理者制度、業務委託等

　 民間への移管
　 予定施設は導
　 入対象外

・管理運営を委託
　している公の施
　設への指定管理
　者制度の導入

・直営の公の施設
　のあり方検討
　 道立学校を除
　 く。

「北海道版市場
 化テスト （仮
 称）」の実施

制度導入

民間開放等の推進

推進項目
実施計画

担当部局

総務部行
政改革室
行政改革
課

（モデル事業の検討）
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

民間開放等の推進

推進項目
実施計画

担当部局

○施設整備・管理等における民間ノウハウの導入

・ＦＭの導入検討（再掲）

「北海道ファシ
リティマネジメ
ント導入基本方
針」の策定及び
推進

検討
策定

推進
 全庁統一的な
 維持管理手法
 の導入等

建設部建
築整備室
計画管理
課

・「ＥＳＣＯ（エネルギー・サービス・カンパニー）事業」の導入

道有施設への導
入

導入可能
性の調査
・検討

（導入） 経済部資
源エネル
ギー課

・ＰＦＩや賃借方式の導入検討

庁舎等施設整備
における導入検
討

検討・導入 総務部管
財課
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○本庁組織の見直し

総務部人
事課
教育庁

現行
 知事部局
　 １００課
 教育庁
　 　１２課

H18見直し
 知事部局
　 △１３課

局制の導入
 意思決定の迅
 速化、業務責
 任の明確化

○出先機関等の見直し

・民間等との役割分担の明確化の視点からの統廃合の推進

統廃合の推進 あり方
検討

見直し

現行
 出先機関
　   ９４機関
 地方機関
　   ２６機関

H18見直し
 統合　６機関
 廃止　５機関
 機能縮小
　　 　３機関

・地方独立行政法人制度の積極的な推進

札幌医科大学の
地方独立行政法
人化の推進

移行準備

 関係条例制定
 定款議決

 関係条例制定
 中期目標議決

法人化

 中期計画認可

総務部大
学改革推
進室

試験研究機関の
地方独立行政法
人化に向けた検
討

独法化
検討

検討対象機関
 ２８試験研究
 機関

移行準備
等

総務部人
事課

・教育委員会所管機関の見直し

組織の再編整備 あり方
検討

見直し

現行
 １７機関

・室課の再編
　毎年度の組織機構改正による効率的な組織運営体制の整備

見直しの方向性
 ○必置機関
 　指定管理者制度、業務委託等
 ○任意機関
 　民間移管、統廃合、指定管理者制度、業務委託等

見直しの方向性
 民間移管、統廃合、指定管理者制度、業務委託等

総務部人
事課

・職制の見直し

教育庁

組織機構の見直し

担当部局推進項目
実施計画
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

組織機構の見直し

担当部局推進項目
実施計画

・道立学校の適正配置

道立高校の適正
配置

指針
検討

　　　　  指針
　　　　  策定

配置計画
策定

実施 教育庁

・警察署、交番・駐在所の見直し

警察署等の再編 警察本部

○支庁組織等の見直し

・事務事業の見直し等による組織のスリム化の徹底

組織のスリム化
の徹底  事務事業の見

 直し等や部課
 の統廃合

現行(全支庁)
 ６２部
 １７４課

部課の再編

H18見直し
 △３４部
 △３０課

総務部人
事課

・「支庁制度改革プログラム」を踏まえた支庁組織の見直し

地域生活経済圏
を基本とした支
庁所管区域の再
編

検討 支庁設置条例の
改正

再編 企画振興
部地域主
権推進室
（総務部
人事課）

支庁再編に併せ
た支庁組織の見
直し

検討 見直し 総務部人
事課

支庁所在地に変
更のあった地域
に「地域行政セ
ンター(仮称)」
を設置

検討 支庁設置条例の
改正

再編 企画振興
部地域主
権推進室
（総務部
人事課）

・支庁の出先機関及び地方機関の見直し

統廃合の推進 あり方
検討

統廃合

総務部人
事課

現行
 出先機関
 　１１７機関
 地方機関
 　１２０機関

・教育局組織の見直し

支庁所管区域の
再編に併せた教
育局の再編

検討 教育委員会規則
の改正

再編 教育庁

H18見直し
 ○統合  ５５機関
　　　　 　↓
　　　　　１４機関
　　　　　（３４支所）
 ○廃止　１機関

 全道的な治安水準の均衡等を考慮した体制の整備
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○関与団体の自立化の促進

検討　　　推進
策定

現行
 団体数
 　１６５団体
 派遣職員数
 　１３６名

目標
 団体数
　　△３０％
 派遣職員数
　　△８０％

総務部行
政改革室
行政改革
課

関与団体の見直し

推進項目
実施計画

担当部局

・「関与団体見直
　し計画」の策定
  及び推進

-  24  -



平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○公営企業の見直し

・病院事業

あり方、
運営形態
の検討

　計画の策定
推進

現行
 ７病院

・電気事業

道営電気事業の
あり方検討

実施 企業局

組織機構の効率
化

管理事務
所統合の
検討

実施

発電所運転監視
業務の委託

委託検討
 発電所運転監
 視業務

実施
 ８発電所

・工業用水道事業

経営健全化計画
の実施

国との
協議

推進 企業局

未稼動資産等の
整理(苫東工水)

国との
協議

実施

未利用資産等の
整理(石狩工水)

国との
協議

実施

○道営事業の見直し

・競馬事業

北海道競馬の今
後のあり方

今後のあり方に
関する方針を決
定

農政部農
政課

○地方公社の見直し

・北海道土地開発公社

経営健全化の推
進

方策の
見直し

経営健全
化方策の
推進
 長期保有地の
 処分促進など

建設部総
務課

・北海道住宅供給公社

事業計画（特定
調停時）の推進

着実な
実行

建設部住
宅課

公営企業等の見直し

推進項目
実施計画

担当部局

病院事業に関す
る新たな計画の
策定及び推進

検討
 民間移管の可能性を視野に入れ
 た事業のあり方の検討

 ３年を限度に運営継続

保健福祉
部道立病
院管理室

 部内・部外検討組織設置、
 運営
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○定員管理

・職員数の適正化の推進

知事部局 推進

職員数適正化計
画の改定

総務部人
事課

適正化計画
 削減率
  △30％(10年)

現行
 職員数
　    19,489人

削減目標
     (H22.4.1)
        △22％
 職員数見込
  15,200人程度

各種委員会等 推進

現行
 職員数
　　     274人

 職員数見込
     (H22.4.1)
     250人程度

教育庁 推進

職員数適正化計
画の策定

教育庁

適正化計画
 削減率
  △15％(10年)

現行
 事務局職員数
　　   1,091人

削減目標
     (H22.4.1)
        △12％
 職員数見込
     960人程度

推進
（標準法に基づく適正な教職員の配置）

現行
 学校職員数
　    49,064人

 職員数見込
     (H22.4.1)
  46,300人程度

推進 警察本部
（政令定数等に基づく配置）

現行
 警察官数
　    10,220人

 警察官数見込
     (H22.4.1)
  10,250人程度

現行
 その他の
　　 職員数
　　   1,362人

 その他の職員
 数見込
     (H22.4.1)
   1,300人程度

企業局 推進

現行
 職員数
　　     103人

 職員数見込
     (H22.4.1)
      96人程度

企業局
（普通会
計外）

定員管理及び給与の適正化等

推進項目
実施計画

担当部局

学校職員

警察本部

議会事務
局
各種委員
(会)事務
局
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平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

定員管理及び給与の適正化等

推進項目
実施計画

担当部局

○給与の適正化等の推進

・給与等の適正化

給与の適正化
 早期に見直す
 もの

H18見直し
・初任給１号俸
  上積み措置の
  廃止
・特殊勤務手当
  の見直し
・特地部局等の
  指定基準の見
  直し協議

 給与構造の見
 直しを踏まえ
 検討するもの

 今後検討する
 もの

・給与構造の見直し

人事委員会勧告
を踏まえた見直
し

見直し
H18見直し内容
・給料表等の見
  直し
・地域手当の新
  設
・勤務実績の給
  与への反映

総務部人
事課
教育庁
警察本部
企業局
（普通会
計外）

・旅費制度の見直し

出張形態や旅行
実態などに応じ
た旅費支給基準
の見直し

見直し
H18見直し内容
・内国旅行に係
  る航空賃の実
  費支給
・単身赴任者が
  自宅に宿泊し
  た場合の宿泊
  料の調整

総務部人
事課
教育庁
警察本部
企業局
（普通会
計外）

・福利厚生事業の見直し

検討 実施
 平成１８年度
 互助会補助金
 の凍結

 給料月額△10％、管理職手当、
 期末・勤勉手当の縮減　等

検討
・住居手当等の独自措置
・技能労務業務のあり方　など

検討
・給料表の号俸増設
・特別昇給　など

検討
・広域異動手当の新設
・管理職手当の定額化

検討
・日当、日額旅費の見直し　など

総務部人
事課
教育庁
警察本部
企業局
（普通会
計外）

互助会事業に対
する補助の抜本
的な見直し

総務部職
員厚生課
教育庁
警察本部

総務部人
事課
教育庁
警察本部
企業局
（普通会
計外）

・新たな給与の独
　自縮減措置（再
　掲）

-  27  -



平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○人材育成の推進

・「新・北海道職員等人材育成基本方針」に基づく取組みの推進

「北海道職員人
材育成推進計
画」の策定及び
推進

検討
策定

推進
・能力向上支援
　システムの構
　築
・自己啓発への
　支援
・職場研修の推
　進
・職場外研修の
　充実

総務部人
事課

研修業務の包括
的アウトソーシ
ングの導入

検討 導入

人材育成の推進

推進項目
実施計画

担当部局

-  28  -



- 29 -

第２ 財政構造改革に向けた取組み

第１章 財政立て直しの基本的考え方

１ 基本的考え方

道財政の立て直しに当たっては、当面、平成１９年度に達すると予想される

１，８００億円の収支不足額を早急に解消する必要があることから、平成１９年度

までの集中対策の１年前倒しや更なる施策の見直しを行い、今後２か年で歳出の大

幅削減と歳入の確保に集中的に取り組みます。

また、併せて、人口減少時代の到来や住民ニーズの高度化・多様化など社会経済

情勢の変化に適切に対応し、地域主権型社会の実現に向けた持続可能な行財政構造

を構築することを目指し、行政改革大綱に沿って行財政構造の抜本的改革に取り組

みます。

２ 取組みの視点

今後の歳出削減等の取組みは、次の７つの視点に沿って、これまでの道庁の仕事

のやり方などを抜本的に見直し、歳入・歳出全般にわたる構造改革を推進していき

ます。

また、三位一体改革を地方自治の確立に向けた真の地方分権改革とするため、地

方へ権限と財源を適切に移譲するとともに、地方公共団体の行財政運営の自由度を

高めるために必要な措置を講じるよう、全国知事会と連携するなど、あらゆる機会

を通じ、国に対して強く要請していきます。

（１） 地方分権時代に対応した、国・道・市町村との役割分担の見直し及び自律

的・主体的な取組みの促進

（２） 「民間でできることは民間に」との視点に立った民間開放等の推進

（３） 簡素で効率的な「働く道庁」を実現するための徹底した経費の節減と事務

・事業の抜本的な見直しによる組織のスリム化

（４） 公平・平等の原則に基づく「費用と負担」のあり方の抜本的な見直し

（５） 財政負担が可能な範囲での重点的・効率的な社会資本整備の推進

（６） 不急な事業の休廃止など、より「選択と集中」の視点に立った施策の重点

化と財源の重点配分

（７） 道庁が持っている資源や機能の有効活用による道民サービス向上策の検討
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３ 将来の活力ある地域づくりに向けた取組み

持続可能な財政構造の確立は、道として最優先で取り組むべき課題ですが、北海

道が将来にわたり活力ある地域として発展していくためには、福祉や教育など道民

生活の安定・向上に努めることはもとより、とりわけ厳しい状況が続く本道経済の

再建を図ることが急務です。

このため、税収入の増加など道の財政基盤の強化に向け、民間需要に支えられた

自立型経済への転換を図る力強い産業構造の確立や地域経済の活性化、さらには雇

用の創出に取り組むなど、経済再建との両立に向けた質の高い政策を進めます。

○ 経済再建に向けた取組み

・力強い産業構造の確立

① 「食」や「観光」のブランド化、産学官の連携などによる知的資源を活か

した新産業・新事業おこしの促進など、本道の潜在力や優位性を活かした産

業の競争力の強化

② ものづくり産業の育成や戦略的な企業誘致を通じた厚みと広がりのある製

造業の振興など、本道経済をリードする企業群の形成

・地域経済の活性化

① 環境との調和や、収益力の高い安定した経営の確立、次代を担う優れた担

い手の育成・確保など、農林水産業の振興

② 地域資源の域内循環の促進や産業間連携の強化、建設業等の体質強化・新

分野進出の促進、幅広い事業者の経済活動の活性化に向けた金融支援策の推

進、行政サービスの民間開放による事業機会の拡大など、地域産業力の向上

に向けた取組みの推進

・雇用の創出

雇用の受け皿づくりや雇用のミスマッチの解消など、雇用の創出に関する施策

の総合的・計画的な推進
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第２章 対策の内容

今回の対策は、財政立て直しプランに基づく対策を基本とした上で、収支不足

の拡大に伴い新たに講じることとした対策と、引き続き推進が必要な対策につい

て取りまとめたものです。

１ 集中的な歳出削減等の取組み

赤字再建団体への転落を回避するため、各経費別の削減目標額の達成に向け、次

に掲げる対策を今後２か年間で集中的に推進し、１，８００億円の収支不足額を解

消します。

◆平成１９年度までの収支見通しと性質別歳出削減等の目標額（一般財源ベース）
（単位：億円）

平成19年度削減目標額

（対策後）
区 分 平成18年度 平成19年度

うちH19実施分

５，７２０ ５，８７０ ８００ １５０ ５，７２０人 件 費

９９０ ９９０ １７０ ７０ ９２０歳 公 共 事 業 費

２７０ ２７０ １５０ ５０ ２２０投 資 単 独 事 業 費

１，２００ １，２１０ ２８０ ８０ １，１３０一 般 施 策 事 業 費

３５０ ３５０ ７０ １０ ３４０施設等維持管理費

４，０５０ ４，１９０ ０ ０ ４，１９０道 債 償 還 費

４，２３０ ４，０３０ ２１０ １２０ ３，９１０出 義 務 的 経 費

１６，８１０ １６，９１０ １，６８０ ４８０ １６，４３０歳 出 合 計 A

５，３１０ ５，３１０ ５０ １０ ５，３２０道 税

７，８５０ ７，６２０ ０ ０ ７，６２０歳 地 方 交 付 税 等

入 ３，０５０ ２，８３０ ７０ ６０ ２，８９０そ の 他 収 入

１６，２１０ １５，７６０ １２０ ７０ １５，８３０歳 入 合 計 B

６００ ６００ － － ６００行政改革推進債活用 C

０ ▲ ５５０ １，８００ ５５０ ０収支不足額（B-A+C）

※ この収支見通しは、平成１８年度当初予算を基準として、歳入については、道

税収入などは前年度同額、地方交付税等は対前年度比▲３％で試算するなど、現

時点で見込み得る要素をもとに試算したものであり、今後の国の地方財政対策や

推計方法の変更などにより変動する場合があります。
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（１）人件費

① 人件費の縮減

ア 職員数の削減

イ 給与の適正化

ウ 新たな給与の独自縮減措置

② 人件費財源の確保

ア 公共事業に係る人件費率の引上げに向けた国への要請

イ 道が受託する事業に係る人件費への充当について、国などの委託者への

要請

（２）社会資本整備事業費（公共事業費、投資単独事業費）

① 社会資本整備の重点化、コストの縮減

ア 「北海道社会資本整備重点化プラン」に基づく、財政負担が可能な範囲

内での重点化、効率化

イ 「公共事業コスト構造改革プログラム」に基づくコストの縮減

② 公共事業の見直し

ア 道負担の少ない事業・工種へのシフトによる事業量の確保

イ 国直轄事業負担金

廃止する方向での段階的縮減に向けた国への要請

③ 投資単独事業の見直し

ア 特別対策事業及び公共関連単独事業

事業の一層の重点化・効率化とコストの縮減

イ 施設等建設事業費

「施設整備方針」に沿った取組みと民間水準を勘案した建設費のコスト

の縮減

(３）義務的経費

① 道債償還費

ア 発行手数料の引下げに向けた証券会社及び銀行等への要請

イ 増大する道債残高及び借換債に対応した道債管理のあり方の検討

② 老人医療費の適正化

、「 」 、老人医療費の適正化に向け 北海道老人医療費対策推進計画 に基づき

「市町村老人医療費適正化への重点的取組指針」による取組みの実施、レセ

プト点検の強化

③ 介護保険給付費の適正化

在宅施策の充実と併せて入所から在宅への誘導、保険者である市町村等に

対する適正なサービス提供の実施などに関する検証及び改善指導、介護サー

ビス事業者に対する介護保険給付費請求の適正化指導の実施
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④ 国民健康保険事業の安定化

「市町村国民健康保険運営安定化支援計画」に基づく、市町村国保財政の

安定化に向けた取組みの実施

⑤ 超過負担の解消

特定疾患医療費など国の制度医療に係る超過負担の解消に向けた国への要請

⑥ 被服貸付規程の見直し

被服貸付品の更新期間の延長や品目の見直しなど被服貸付規程の見直し

⑦ 共済資金住宅購入年賦金の繰上償還

これまでに契約した高い金利の共済住宅年賦金の繰上償還による金利負担

の軽減

（４）施設等維持管理費

① 庁舎管理コストの引下げ

庁舎冷房の一部停止や暖房運用の厳格化、庁舎の清掃及び警備委託業務水

準の引下げ

② 公用車の効率的運用による経費の縮減

集中管理による管理台数の縮減、軽自動車の導入

③ 非常勤職員、臨時職員の必要最小限の任用

④ 職員公宅の縮減

都市部を中心とした民間賃貸住宅の活用による職員公宅の縮減

（５）一般施策事業費

① 道単独補助金などの縮減・廃止

ア 国の施策に対して一定割合を補助している上置補助金や時限を設定して

いる事業

施策目的を達成したものから廃止

イ 民間や市町村の取組みを促す奨励的補助金

役割分担や政策の達成状況などを踏まえた上での大幅な縮減

ウ 団体に対する補助金

経常的な経費に対する補助の原則廃止、事業費補助の大幅な縮減

② 不急な事業の休廃止の検討

より「選択と集中」の視点に立った施策の重点化と不急な事業の休廃止

③ 「新生北海道」の実現に向けた取組みの加速

「財政再建」と「経済再建」の両立に向けた質の高い政策の構築 「知恵、

と工夫」をこらした多様な政策手法の検討
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（６）歳入確保の取組み

① 地方交付税総額の安定的確保並びに地方交付税制度による財源調整・保障

機能の強化

ア 平成１８年度以降の地方交付税の総額確保をはじめ、地方交付税の有す

る財源保障機能及び財源調整機能の堅持・強化に向けた国への要請

イ 老人医療費など交付税算入率が比較的低いものに関する制度改正の要望

② 道税収入の確保

ア 市町村との協働による個人道民税の徴収強化及び自動車税の徴収強化

イ 不正軽油の取締り強化

ウ コンビニ収納の導入

③ 使用料・手数料の見直し

ア 公の施設に係る減免規定の見直しの検討

イ 道有施設に係る駐車場料金等の見直し

④ 財産収入の確保

ア 土地や建物などの遊休資産や株式の売却処分による収入確保

イ 道有財産の土地や建物などの有料貸出し

ウ 道有資産の有効活用（ネーミングライツ、広告など）の拡大

エ 公宅貸付収入の確保

⑤ 基金繰入金の確保（土地開発基金及び市町村振興基金）

基金のあり方の検討、事業計画の精査による一般会計への繰入の検討

⑥ 諸収入の確保

ア 宣伝活動の強化による宝くじの売上増と収益金の確保

イ 道税収入率の向上等による延滞金収入の確保

ウ 道営住宅使用料や児童保護措置費徴収金などの収入未済額の解消
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２ 構造改革に向けた取組み

新たな道債発行を抑制し、道債残高の累増を抑制するとともに将来の道債償還費

の圧縮に努めます。

また、歳入・歳出両面にわたり徹底した見直しを行うとともに、行政改革大綱に

基づく取組みなどを着実に推進することにより、将来の財政負担の軽減が図られる

ことから、中長期的には、行政改革推進債に依存しない財政運営を実現し、持続可

能な行財政構造の構築を目指します。

（１）人件費

① 民間開放等の推進

ア 直営の公の施設のあり方検討

イ 民間ノウハウの活用による業務委託の推進

② 組織機構の見直し

ア 民間等との役割分担の明確化の視点に基づく出先機関の統廃合

イ 類似業務や代表課機能の見直しなどによる本庁組織の見直し

ウ 「支庁制度改革プログラム」を踏まえた支庁組織の見直し

エ 全道的な治安水準の均衡等を考慮した警察署、交番・駐在所の見直し

③ 職員数の適正化の推進

ア 事務事業・組織等の見直しなどによる職員数適正化の推進

イ 標準法に基づく教職員の適正配置、平成１８年度に策定予定の「新たな

指針」に基づく道立高校の適正配置

④ 給与の適正化等の推進

特殊勤務手当の見直し等の給与の適正化及び人事委員会勧告を踏まえた給

与構造の見直し

（２）社会資本整備事業費、施設等維持管理費

① 施設整備・管理等における民間ノウハウの導入

道有施設へのＦＭ及びＥＳＣＯ事業の導入検討

② 「国、市町村、民間等との新たな協働関係の構築」の視点に立った社会資

本の整備

（３）義務的経費

① 財政負担の平準化

道債償還費などの義務的経費に係る財政負担の平準化対策の検討
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（４）一般施策事業費

① ＰＤＣＡサイクルに基づく成果志向の行財政運営基本システムの構築

ア フルコストを踏まえた評価の実施など政策評価制度の充実検討

イ 予算・組織編成手続きの見直し

② 関与団体の自立化の推進

「関与団体見直し計画」の策定及び推進

③ 公営企業等の見直し

経営基盤の強化及び経営の健全化・効率化、民間への事業譲渡等の検討

（５）歳入確保の取組み

① 歳入確保対策の推進

超過課税等の導入検討、出資金の活用や道有施設のリースバック方式など

多様な歳入確保策の検討

② 退職手当債の活用

退職者の増加に伴う財政負担の平準化に向けた退職手当債の活用検討
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第３章 道財政の中長期収支試算（一般財源ベース）

この試算は、平成１８年度を基準とした平成１９年度の対策後の収支見通しを

ベースに、現時点で見込み得る変動要素だけを加味して機械的に推計しているた

め、今後の国の地方財政対策や推計方法の変更などにより変動するものです。

Ａ 6,130 5,720 5,470 5,390 5,200 5,170 5,040 4,930 4,830

B 1,430 1,140 1,140 1,140 1,140 1,140 1,140 1,140 1,140

C 4,240 4,190 4,280 4,300 4,200 4,170 4,290 4,280 4,150

Ｄ 3,770 3,910 3,960 4,010 4,060 4,110 4,160 4,210 4,260

E 1,730 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470 1,470

Ｆ 17,300 16,430 16,320 16,310 16,070 16,060 16,100 16,030 15,850

Ｇ 5,200 5,320 5,320 5,320 5,320 5,320 5,320 5,320 5,320

Ｈ 7,930 7,620 7,620 7,620 7,620 7,620 7,620 7,620 7,620

Ｉ 3,570 2,890 2,890 2,890 2,890 2,890 2,890 2,890 2,890

Ｊ 16,700 15,830 15,830 15,830 15,830 15,830 15,830 15,830 15,830

Ｋ ▲ 600 ▲ 600 ▲ 490 ▲ 480 ▲ 240 ▲ 230 ▲ 270 ▲ 200 ▲ 20

Ｌ 100 200 300 400 500 600 700

Ｍ ▲ 600 ▲ 600 ▲ 600 ▲ 600 ▲ 600 ▲ 600 ▲ 600

Ｎ 350 200 ▲ 60 ▲ 170 ▲ 130 ▲ 150 ▲ 40

Ｏ 600 600 600 600 600 600 500 350 0

Ｐ 0 0 ▲ 40 ▲ 80 0 0 0 0 40

○　試算の前提条件

16,210

▲ 600

Ｈ１７ Ｈ１８

5,720

1,260

1,550

16,810

5,310

7,850

3,050

4,050

4,230

・給与の独自縮減や施策の休止等の復元分を見込む

600

・「新たな行財政改革の取組み」に基づく歳出削減や歳入確保等の財政効果を見込む

・⑲までは削減目標額を反映
・⑳以降は老人医療費等の適正化を反映し推計
・⑲までは削減目標額を反映
・⑳以降は前年同額で推計

0

歳
　
　
　
入

行 政 改 革 推 進 債

投 資 的 経 費

・⑲までは歳入確保目標額を反映
・⑳以降は前年同額で推計

・行財政改革の効果が一定程度現れるまで、道債償還費などの義務的経費に係る財政負担の
 平準化対策を検討するとともに、対策を講じた分はH26までに復元

人 件 費

義 務 的 経 費

・⑲までは削減目標額を反映
・⑳以降は前年同額（現時点における施設建設計画は未反映）で推計

・⑲までは対前年度▲３％で推計
・⑳以降は前年同額で推計

道 税

地 方 交 付 税 等

道 債 償 還 費

内　　　　　　　　　　　容

歳
　
　
　
出

・⑲までは削減目標額を反映
・⑳以降は職員数適正化及び給与の適正化を反映し推計
（独法化による減分を除く）
・退職手当は現時点の見込みにより推計

区　　　　分

収 支 不 足 額
( Ｊ - Ｆ )

行 財 政 改 革 目 標

そ の 他 歳 出

道 税

そ の 他 歳 入

地 方 交 付 税 等

計
（ Ｇ ＋ Ｈ ＋ Ｉ ）

対 策 後 収 支 不 足 額
( Ｋ + Ｌ ＋ Ｍ ＋ Ｎ ＋ Ｏ )

項       目 H２１H２０Ｈ１９

歳
　
　
　
入

（単位　億円）

H２６

計
（Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ＋ Ｅ ）

歳

出
義 務 的 経 費

そ の 他 歳 出

人 件 費

投 資 的 経 費

H２２ H２４ H２５H２３

歳 出 平 準 化 対 策 等

集 中 対 策 復 元 分 等

行 財 政 改 革 目 標

歳 出 平 準 化 対 策 等

集 中 対 策 復 元 分 等

道 債 償 還 費 ・公共事業等の縮減を反映させた上で、利率は1.5%で推計

そ の 他 歳 入 ・⑲までは歳入確保目標額を反映・⑳以降は前年同額で推計
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第３ 「新たな行財政改革の取組み」の推進管理

「新たな行財政改革の取組み」に盛り込んだ各種の施策を着実に推進するためには、

道民の皆さんを始め、市町村や関係団体などのご理解とご協力が必要であることから、

現在の顧問を拡充し、道内の各界各層から広く意見を伺う場を設置し、的確な推進管理
を行い、実効ある取組みを進めます。

、 （「 」 ） 、また 行政改革大綱の集中改革期間 改革工程表 に盛り込んだ項目 については

年度ごとの取組状況を取りまとめ、その結果を公表するとともに、北海道のホーム
ページなどを活用し、道民の皆さんに情報提供を行います。

なお 「道財政の中長期収支試算」は、今後の税収動向や国の地方財政対策などによ、

り置き直す必要があるため、毎年度、ローリングを行うとともに、必要に応じて対策の
見直しや追加等の検討を行うこととします。



用語 解説

ＢＰＲ（Ｐ９） Business Process Reengineeringの略。ＩＴ化と併せて業務プロセ
スを抜本的に再構築することにより、行政コストの縮減、業務の効
率化、住民サービスの向上を図ること

ＥＳＣＯ事業（Ｐ１０） Energy Service Companyの略。民間の企業活動として、事業者が顧
客に省エネルギーサービスを包括的に提供するビジネスのこと。Ｅ
ＳＣＯ事業者は、省エネルギー診断、設計・施工、運転・維持管
理、資金調達などに係る全てのサービスを提供することが一般的

ＩＣＴ（Ｐ９） Information and Communication Technologyの略。情報通信技術を
表す言葉。日本ではIT（Information Technology）が同義で使われ
ているが、ITに「Communication（コミュニケーション）」を加えた
ICTの方が、国際的には定着している。

ＰＤＣＡサイクル（Ｐ８） 計画（Plan）を実行（Do）し、その結果を客観的に評価（Check）す
ることにより改善（Action）に結びつけ、その結果を次の計画に活
かすというプロセスで、民間企業において製品の品質向上や、経費
削減などを検討する際に広く用いられている。

ＰＦＩ（Ｐ９） Private Finance Initiativeの略。公共施設などの設計、建設、維
持管理及び運営に民間資金やノウハウを活用し、効率的で質の高い
公共サービスの提供を図る事業手法のこと

アウトカム指標（Ｐ８） 受益者（道民など地域住民）の観点からとらえた具体的な効果や効
用を基準とする行政活動の成果（政策・施策の成果）を測る指標の
こと

赤レンガ・チャレンジ事業
（Ｐ８）

道が有する人材や施設などの「資産」や、情報発信やネットワーク
といった「機能」の有効活用によって、特別な予算措置を行うこと
なく新たな価値を生み出し、様々な行政課題の解決や道民サービス
の向上を図ろうとする取組み

新しい公共空間（Ｐ２） 住民、ＮＰＯや企業など、地域における様々な主体が、それぞれの
立場で新しい「公共的な分野」を担うことにより、地域にふさわし
い多様な公共サービスが適切な受益と負担のもとに提供される公共
空間のこと

公の施設（Ｐ１０） 公園、道路、学校、図書館など、住民の福祉を増進する目的をもっ
て住民の利用に供するため、地方公共団体が設ける施設のこと

関与団体（Ｐ７） （１）道が資本金等（基本財産（道が出捐する基金を含む。）又は
　　資本金をいう。）に出資又は出捐している団体
（２）道の補助金等（補助金、負担金（指定管理業務に係る負担金
　　を除く。）、交付金及び委託料（随意契約による委託契約に係
　　るものに限る。）をいう。）の総額が団体の歳出規模の２分の
　　１以上の団体
（３）道職員を派遣している団体
（４）職員を対象とする福利厚生事業を行う団体
　なお、道立施設の指定管理者業務を行う団体のうち、出資又は出
捐のみで、人的・財政的関与のない団体は、指定管理業務を行う間
に限り、非関与団体と取り扱う。

　※用語の後ろの括弧書きの数字は、その用語を最初に掲載しているページを表しています。

参考資料１　用語解説

＜英字＞

＜ア行＞

＜カ行＞

資－1



用語 解説

市場化テスト（Ｐ１０） これまで専ら「官」が担ってきた公共サービスについて、「官」と
「民」が対等な立場で競争入札に参加し、価格・質の両面で最も優
れた者が、そのサービスの提供を担っていくこととする制度のこと

指定管理者制度（Ｐ１０） 公の施設の管理について、従来の管理団体が地方公共団体の出資法
人等に限られていた管理委託制度に代わり、議会の議決を経て指定
される「指定管理者」が管理を代行する制度のこと（「指定管理
者」には、ＮＰＯ、民間事業者などもなれる。）

地域活性化プラットフォーム
（Ｐ８）

市民や企業、行政といった様々な主体が、地域課題の把握、対応策
の検討、さらには具体的な活動に協働で取り組むための活動基盤の
こと

地方独立行政法人（Ｐ１１） 住民の生活、地域、社会及び地域経済の安定等の公共上の見地から
その地域において確実に実施されることが必要な事務･事業であっ
て、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないも
ののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないお
それがあるものと地方公共団体が認めるものを効率的かつ効果的に
行わせることを目的として、地方公共団体が設立する法人のこと

地方分権一括法（Ｐ２） 地方分権改革の柱として、1997年7月に475本の関係法律改正案から
成る法案として可決成立し、2000年4月1日から施行された（正式に
は「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法
律」）。主な目的は、住民にとって身近な行政は、できる限り地方
が行うこととし、国が地方公共団体の自主性と自立性を十分に確保
することとされている。

電子決済機能（ＭＰＮ）
（Ｐ９）

Multi-Payment Networkの略。行政機関や企業等の収納機関と金融機
関との間をネットワークで結ぶことにより、利用者がATM、電話、パ
ソコン等から公共料金等の支払いを可能とする仕組みのこと

電子調達（Ｐ９） 工事、物品及び役務等の調達における入札情報の公開及び入札手続
きの電子化、並びに、工事における受発注者間の施工情報共有及び
納品・保管管理の電子化を図るための取組みのこと

特殊勤務手当（Ｐ１３） 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務、その他の著しく特殊な
勤務に対して支給される手当のこと

特地部局（Ｐ１３） 離島その他の生活の著しく不便な地に所在する部局のこと

ネーミングライツ（Ｐ３４） 施設や物などに名前をつける権利、「施設命名権」のこと。スポン
サー企業の社名やブランド名をつけることもできるため、新しい広
告概念として、近年、日本でも注目を集めている。

標準処理期間（Ｐ８） 申請がその事務所に到達してから処分をするまでに通常要すべき標
準的な期間のこと。道では、北海道行政手続条例において、標準処
理期間を定めるよう努めるとともに、これを定めたときは公にする
こととしている。

＜サ行＞

＜タ行＞

＜ハ行＞

＜ナ行＞

資－2



用語 解説

ファシリティ・マネジメント
（ＦＭ）（Ｐ９）

企業等が保有する全ての施設（ファシリティ）を、経営的視点か
ら、総合的に企画・管理・活用する経営管理活動（マネジメント）
のことで、施設の長寿命化等による施設設備投資の最小化（いわゆ
るストックマネジメント）、光熱費、維持補修費等の施設管理運営
費の最小化、過剰・遊休等の排除といった施設の効用の最大化が目
的で、民間企業において導入が進んでいる。

附属機関（Ｐ８） 直接住民を対象とした執行権を有せず、執行機関の要請により、そ
の行政執行のための必要な資料の提供等、いわば行政執行の前提と
しての必要な調停・審査・審議又は調査等を行うことを職務とする
機関のこと

フルコストを踏まえた政策評価
（Ｐ８）

事業を実施する際の人件費や、施設整備に伴う維持管理費、減価償
却費など、事業のコスト情報を可視化することにより、費用対効果
を踏まえた施策の評価を実施すること

ホームページのバリアフリー化
（Ｐ８）

ホームページのフォーマットや操作を統一することなどにより、閲
覧者の利便性の向上を図ること

目標管理型行政運営システム
（Ｐ８）

各部局（課）が達成すべき業務を、道民満足度の最大化の視点から
詳細に設定し、その実現に向けた具体的な施策推進方針や業務遂行
計画などを策定することにより、限られた財源や人的資源を最大限
活用するとともに、質の高い政策の実現を図る行政運営システムの
こと

リースバック方式（Ｐ３６） 所有する資産をリース会社等に売却し、リース期間中はリース料を
支払い、期間終了後に所有権を現所有者に再移転する手法のこと

臨時財政対策債（Ｐ１） 交付税の振り替わりとして発行が許可される赤字地方債（国と異な
り退職手当債及び減税補てん債と同様に地方財政法第５条（地方団
体の借金は建設事業等のための財源とする場合にしか認められな
い）の特例）であるが、その元利償還時に全額交付税措置される。

ワンストップサービス（Ｐ９） 一度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられるよう
に設計されたサービスのこと。例えば自動車を保有する場合、検
査・登録、保管場所証明、自動車諸税の納税等、多くの手続きが必
要となるが、ワンストップサービスの導入により、オンラインで一
括して行うことが可能となる。

＜ラ行＞

＜ワ行＞

＜マ行＞
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支庁の所管区域ごとに設置

北海道行財政構造改革推進本部　【平成１７年４月１日設置】

○　所掌事項
　①　行財政改革に係る重要な方針の決定に関すること
　②　行財政改革の企画、調整及び推進に関すること
　③　その他の行財政改革に係る重要事項の決定に関すること

○　構成
　本部長：知　事　　副本部長：副知事
　本部員：各部長、出納局長、石狩支庁長
　　　　　教育庁企画総務部長
　　　　　人事委員会事務局長
　　　　　監査委員事務局長
　　　　　警察本部総務部長
　　　　　労働委員会事務局長
　　　　　選挙管理委員会事務局長
　　　　　議会事務局長
　　　　　企業局長　

連絡調整のため

幹事会を設置

○　幹事会の構成

　各部次長、出納局次長、石狩支庁副支庁長
　教育庁企画総務部総務政策局長
　人事委員会事務局次長
　監査委員事務局次長
　警察本部総務部参事官
　労働委員会事務局次長
　選挙管理委員会事務局次長
　議会事務局次長
　企業局総務課長

北海道行財政構造改革推進地方本部　

○　所掌事項
　　各支庁の所管区域において、本部の業務を分掌

○　構成

　本部長　：支庁長　　
　副本部長：副支庁長
　　　　　　土木現業所長
　　　　　　教育局長
　本部員　：支庁の各部長
　　　　　　保健福祉事務所の部長
　　　　　　森づくりセンターの所長
　　　　　　土木現業所の部長
　　　　　　教育局の次長

　　（構成は、各支庁所管区域における組織編成等により異なる）

・
・
・
・

参考資料２　行財政構造改革の推進体制の概要
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